                

（様式第１号）

                                                        　　　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

住　　所：
事業者名：
代表者名：　　　　　　　　　　　　                                                      


令和８年度岐阜県森林サービス産業等環境整備支援事業計画申請書


　岐阜県森林サービス産業等環境整備支援事業の実施を希望するので、下記指定の書類を添えて申請します。
　


記


１　事業計画書
　２　法人等概要書（任意様式）
※個人事業主の場合は開業届の写（税務署に提出したもの）
　３　直近２カ年の決算書
　４　直近の県税の納税証明書（発効から3ケ月以内）
　５　法人登記事項証明書（左記が存在しない団体等は規約等）




（様式第２号）

事業計画書

1  申請者の概要
	事業主体名
	

	代表者名
	

	主たる活動拠点の所在地
（住所）
	

	上記が岐阜県外の場合は岐阜県内の事業所の所在地（住所）
	

	構成員数
	

	設立年月日
	

	担当者名
	

	担当者電話番号
	

	担当者メールアドレス
	



2  当事業を実施する目的を記載してください。
	[bookmark: _Hlk164233574]






　※現状や課題を踏まえた上で、当事業を実施する目的を記載してください。

3　事業の実施箇所の情報を記載してください。
	（施設名）

（住所）

（土地・施設所有者）

（土地・施設所有者からの同意状況）

　　有　　・　　無　　見込み（　　　月）

（施設の設置年月日）※改修の場合、記載してください。





4　施設の利用状況及び利用目標を記載してください。
	（利用状況）
　　　
　　　　　　　　人（　　　年度実績）

（利用目標）
　　　　　　　　人（新設又は改修後の目標とする利用者数を記載してください）



　※施設の性質上、正確な人数の算出が困難な場合は、見込みの人数を記載してください。
5　区分ごとの主な事業内容を記載してください。
	区　分
	事業内容

	衛生施設整備費
	



	受入環境（駐車場）整備費
	



	受入環境（更衣室）整備費
	




　※衛生施設整備は、併せて別紙1「衛生施設整備計画書」を作成のこと

6　事業のスケジュールを記載してください。
	実施年月
	実施内容

	
年　　月

年　　月

年　　月

	


※浄化槽の新設又は改修を計画している場合は、建築基準法に定める「建築確認申
請」、浄化槽法に定める「設置届出書」の提出予定時期を記載してください。
※スケジュールが把握できる資料の添付も可

　7　当事業で整備した施設の維持管理計画を記載してください。
	








　8当事業の整備に伴う許認可（法令・条例等）の有無及び内容を記載してください。
	









9　事業地の森林及び周囲の環境への配慮事項があれば記載してください。
	







　10　施設に木材を使用する場合、県産材の利用計画を記載してください。
なお、利用することができない場合、その理由を記載してください。
	






11　ぎふ森のある暮らし推進協議会の入会状況、ぎふ森フェスへの参加、その他
森林空間を活用した活動など、森林サービス産業への取組を記載してください。
	







　

12　補助事業に要する経費の内訳を記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	補助対象経費
	「補助対象経費（消費税抜）
に係る積算根拠

	
	（消費税抜）
	（消費税込）
	

	衛生施設整備費
	
	
	

	受入環境（駐車場）整備費
	
	
	

	受入環境（更衣室）整備費
	
	
	

	補助対象経費の合計
	(A)
	(B)
	

	補助対象外経費
	
	
	

	総事業費
	※①
	
	



13　補助金交付申請額を記載してください。
	補助対象経費の合計
	
	補助金交付申請額※②
※千円未満切捨

	（民間事業者）(A)の金額
	×2/3＝
	

	（市町村）(B)の金額
	×1/2＝
	





14　補助事業に係る資金計画
	区分
	金額（消費税抜）

	自己資金
	

	金融機関からの借入金
調達先：
	

	その他収入
内容：
	

	補助金交付申請額（②と一致）
	

	合計（①と一致）
	


※補助事業者が市町村の場合は、記載は不要となります。


15　補助金交付申請額相当額の手当方法
　補助金は補助事業実施期間終了後に検査を経てお支払いする形となりますので、それまでの間、申請者ご自身で相当額を手当てしていただく必要があります。その手当て方法を下表に記載してください。
	方法
	金額

	
	


※補助事業者が市町村の場合は、記載は不要となります

16　その他
　下記の書類を提出してください。
（１）施設位置図、全体配置図、施設平面図（新設・改修場所が判読できる図
面）
　　（２）現況写真（施設（既存）の全景、近景、新設・改修予定箇所）
（３）新設・改修する施設・土地を所有又は使用する権利を有することを証明
する書類（建物登記簿謄本の写し）又は施設・土地所有者が事業の実施
を承諾したことを証明する書類（承諾書等）
（４）見積書（原則２社以上）


 

